
［１］ 令和6年（2024年）5月30日「立憲民主」号外

2024.5.30

同
時
に
、
社
会
保
障
費

の
負
担
を
減
ら
す
べ
き

で
す
。

　
未
来
を
見
据
え
た

「
人
へ
の
積
極
的
な
投

資
」…

分
配
す
る
こ
と

か
ら
成
長
へ
と
繋
が
り

ま
す
。

国
民
の
負
担
を
増
大

さ
せ
る
の
で
は
な
く
、

ム
ダ
を
徹
底
的
に
省
き
、

経
済
を
向
上
さ
せ
る
施

策
か
ら
実
施
す
る
べ
き

で
す
。

国民生活が疲弊しています。
恩恵のある分配政策が必要です。

物価高…増税…

　
物
価
高
は
著
し
く
、

国
民
生
活
を
直
撃
し
て

い
ま
す
。
一
方
で
政
府

は
ス
テ
ル
ス
増
税
な
ど

で
更
に
国
民
の
負
担
を

増
や
し
て
い
き
ま
す
。

い
ま
求
め
ら
れ
る
の
は

生
活
の
安
心
で
す
。
即

ち
「
生
活
を
下
支
え
す

る
支
援
策
」
と
未
来
を

見
据
え
た
「
現
場
や
人

へ
の
積
極
的
な
投
資
」

で
す
。
そ
の
こ
と
が
結

果
的
に
経
済
を
回
す
こ

と
に
繋
が
り
、
物
価
高

を
乗
り
越
え
る
経
済
社

会
、
所
得
と
賃
金
が
上

が
る
成
長
戦
略
と
な
り

ま
す
。

□
賃
上
げ
は
大
企
業

（
と
一
部
の
中
小
企
業
）

の
み
!!

　
大
手
企
業
は
賃
上
げ

率
が
５
％
を
超
え
る
高

水
準
と
な
り
ま
し
た

が
、現
場
の
中
小
企
業
・

小
規
模
事
業
者
は
一
部

を
除
い
て
企
業
努
力
で

は
同
水
準
を
確
保
す
る

の
は
難
し
い
状
況
が
続

い
て
い
ま
す
。
言
い
換

え
れ
ば
「
大
手
は
潤
っ

て
い
る
」
が
「
現
場
に

は
降
り
て
き
て
い
な

い
」
状
況
で
す
。

　
事
実
、
実
質
賃
金
は

２
年
以
上
の
マ
イ
ナ
ス

が
続
き
、
過
去
30
年
間

を
他
の
先
進
諸
国
と
比

較
し
て
も
日
本
は
全
く

増
え
て
い
ま
せ
ん
。
つ

ま
り
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

に
よ
る
ト
リ
ク
ル
ダ
ウ

ン
は
起
き
て
い
な
い…

と
言
え
ま
す
。

□
国
民
負
担
率
は
４

８
・
４
％
!!

　
一
方
で
、
政
府
は
国

民
へ
の
負
担
を
増
大
さ

せ
て
い
ま
す
。
税
負
担

率
と
社
会
保
障
負
担
率

を
合
計
し
た
国
民
負
担

率
は
４
８
・
４
％
（
令

和
４
年
度
実
績
）
で
す
。

な
ん
と
所
得
の
約
半
分

を
負
担
し
て
い
ま
す
。

10
年
前
か
ら
約
８
％
、

20
年
前
か
ら
は
実
に
１

３
％
も
上
昇
し
て
い
ま

す
。（
20
年
前
の
平
成

14
年
は
３
５
・
０
％
）

　
加
え
て
、
現
在
の
政

権
で
は
「
防
衛
増
税
」

や
東
日
本
大
震
災
の
復

興
財
源
で
あ
る
「
復
興

特
別
所
得
税
の
防
衛
費

へ
の
流
用
に
よ
る
課
税

期
間
を
延
長
」、
子
ど

も
・
子
育
て
支
援
金
を

現
行
の
医
療
保
険
に
上

乗
せ
徴
収
す
る
な
ど
、

い
わ
ゆ
る
ス
テ
ル
ス
増

税
を
決
定
し
て
い
ま
す
。

つ
ま
り
、
更
な
る
国
民

負
担
増
で
す
。

□
実
質
の
増
税
が
目
白

押
し
!!

　
更
に
は
、
後
期
高
齢

者
医
療
保
険
の
上
限
Ｕ

Ｐ
、
介
護
保
険
負
担
率

増
、
国
民
年
金
支
払
い

期
間
延
長
、
退
職
金
非

課
税
枠
縮
小
、
扶
養
控

除
の
引
き
下
げ
、
通
勤

手
当
な
ど
の
非
課
税
控

除
枠
の
引
き
下
げ･･･

枚
挙
に
暇
が
な
い
く
ら

い
実
施
の
検
討
が
具
体

的
に
行
わ
れ
て
い
ま

す
。

　
つ
ま
り
、
こ
れ
か
ら

も
実
質
の
増
税
が
続
く

の
で
す
。

□
所
得
再
分
配
を
強

化
!!

　
大
企
業
の
内
部
留
保

が
５
０
０
兆
円
を
超
え

て
10
年
連
続
で
過
去
最

高
を
更
新
し
て
い
ま
す
。

技
術
開
発
や
設
備
投
資

は
勿
論
の
こ
と
、
労
働

者
賃
金
や
現
場
（
下
請

け
、
地
方
な
ど
）
へ
の

反
映
さ
せ
る
仕
組
み
が

必
要
で
す
。
法
人
の
収

益
に
応
じ
て
応
分
の
負

担
を
求
め
る
税
制
に
改

革
し
、
中
小
・
小
規
模

企
業
へ
の
法
人
税
減
税

を
検
討
す
る
べ
き
で
す
。

今の政治では日本がダメになる
だから、具体的な提案を持って

必要なのは増税よりも
現場と人への投資!!

出
典
：
内
閣
府
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お 名 前

ご 住 所

電話番号

相模原市緑区橋本3-17-5
わかばビル603号

長友よしひろ事務所行

現状の政治に対するご意見を教えて下さい。

※無記名でも構いません

立憲民主党［衆議院］
神奈川県第14区総支部

昭和45年（1970年）12月相模原市生まれ。
相模原市立大沢小→市立大沢中→神奈川県立弥栄西高→法
政大学卒。
大学入学と同時に衆議院議員（当時）藤井裕久先生事務所
入所。以後、約9年間の秘書時代を通し現場の政治を学ぶ。
公設秘書を最後に退職し、平成11年28
歳で相模原市議会議員に当選。2期務
めた後、神奈川県議会議員4期。
令和3年の衆議院選にて11万6273票
いただくも落選。再起に向け活動中!!

立憲民主党神奈川県
第14区総支部長として
国政改革に向けて活動中！

長友よしひろプロフィール

子ども・子育て「支援金」の問題点と立憲
民主党の財源案
支援金制度は、現行の医療保険料に追加するかた
ちで徴収するものとなっています。実質の増税です。
　そして、これでは保険の本来の機能を壊しか
ねません。医療保険を始めとする社会保険は、社
会連帯としての側面はあるものの、基本的には、保
険料負担の見返りに給付を受けるものです。子ど
も・子育て支援金は、医療に直結しない費用を医療
保険の枠組みで徴収するものであり、給付と負担の
関連性が極めて希薄で、社会保険制度の趣旨を
大きく逸脱しています。
　そこで、「支援金」という名で事実上の負担増を
規定する政府提出「子ども・子育て支援法改正案」
に対し、立憲民主党は財源を変更する修正案を
提出しました。日本銀行が保有するＥＴＦ（上場
投資信託）の分配金収入を活用する案です。
日銀は、いわゆる「異次元の金融緩和」の一環と

して、約11年間にわたり、このＥＴＦを購入し続け
てきました。その結果、現在日銀が保有するＥＴＦ
は、簿価にして37兆円、そして株価の上昇により、
時価は約70兆円にも上っています。それを活用する
ことで増税することなく制度を実施できます。
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令和6年（2024年）5月30日

連日、各地で街頭演説を実施中。
ご意見もお気軽に

お寄せ下さい。

藤井先生門下生の仲間である
本村賢太郎相模原市長と
市政の課題を意見交換。

YouTubeチャンネルでは政治の
師である 故）藤井裕久先生からの

激励動画も。

長友よしひろLINE公式アカウント。是非ご登録をお願いします。

実現のために

立憲民主党と
長友よしひろの提案

活力ある、持続可能な社会今の政治では
日本が
ダメになる!!ダメになる!!
だから、具体的な提案を持ってだから、具体的な提案を持って

「政治とカネ」は透明性と罰則強化を!!
マイナンバーやインボイスなどにより、国民には1円たりとも税逃
れを許されない制度を導入しながら、政治資金は甘々。
岸田総理は「政治家の責任強化、透明性の強化、再発防止に向けて
実効的な案を提案」と述べていますが、お手盛りで相変わらず抜け穴
だらけです。裏金や中抜きが常習的かつ多額に行われてきた当事者
意識が欠落しています。
　裏金作りの根絶は、罰則強化は当たり前で、徹底的な透明化・使途
公表が不可欠です。旧文書交通滞在費や政策活動費も同様です。
政治全体の責任です。


